平成30年度第１回神奈川県障害者差別解消支援地域協議会の概要
	開催日時
	平成31年３月27日（水曜日）13時30分から15時00分

	開催場所
	かながわ県民センター　304会議室

	出席委員
	河原委員、鈴木(孝)委員、相馬委員、奈良﨑委員、肥土委員、井上委員、谷田川委員、上田委員、戸髙委員、内田委員、鈴木(敏)委員、内嶋委員、市野澤委員、米田委員、三上委員、加藤委員、若林委員、国島委員、八郷委員(代理出席：小堤氏)

	結果概要
	【議題】
１　会長、副会長の選任
○　会長の選任については、協議会設置要綱第４条第２項「会長は委員の互選により決定する」こととされていることから、会長職についての選任を行った。　
　　
　＜意見＞
　　・　前期の会長である鈴木治郎委員を会長として推薦したい。
　（事務局）
鈴木治郎委員は本日欠席だが、協議会終了後に事務局から連
絡し、ご了解をいただく。
なお、本来であれば、次に、設置要綱第４条第４項の規定によ
り、会長から副会長を指名していただくところだが、会長欠席のため、次回の協議会で指名をお願いする。
２　障がい者差別解消に向けた取組みについて
（１） 平成30年度差別解消窓口の相談事例について
○　事務局から説明後、質疑を行った。
＜主な意見＞
・　「スポーツ観戦時の合理的配慮」について、ラグビーワールドカップや東京2020を控え、様々なケースが出てくることが想定される。予め想定できることは、その対応を考えておくことで相談事例は少なくなると思う。
また、スポーツ観戦時に限らず、様々な障がい者への割引があるが、障がい者が一人で行動するとなると会場の係員等に手間を取らせてしまうし、同伴者を連れて行くとしても費用がかかり、金銭的な負担となる。障がい者割引の適用をどこまでするのかというところを、考えておいた方がいい。
（事務局）
スポーツ観戦に関する相談は今後も起こり得るので、事前の想定と準備が大事だと考えている。後ほどご審議いただく予定の「差別解消に関する事例集」においても、新たな事例を事例集に取り込みながら、みなさんに「知っていただく・考えていただく」機会を作っていきたい。
　　　　また、現在様々な障がい者割引がなされており、障がい者の社会参加促進ということで、ご利用いただいている。
障がい者の方々の社会参加を促進していくために、さまざまな割引制度の事例を集め、紹介をするといった取組みをしながら、精神障がい者の方を含めた社会参加の一層の促進を図っていきたい。
・　ヘルプマークのポスターを電車やバスでよく見かけるようになったが、病院や公共施設ではあまり見かけないのを残念に思う。
・　相談概要の中で、「〇〇課に引き継ぐ」などあるが、それぞれ
で対応方法が異なるということか。引き継ぎをした結果、「どう解決したのか」「まだ解決していないのか」を知りたい。
（事務局）
「引き継ぐ」や「情報提供」という表現が異なることについて、「引き継ぐ」の場合は、所管課に相談内容の説明をして、その対応をしていただく前提のものとなる。そのため、引き継いだ後は実際に所管課で対応してもらう。
平成30年度の現時点において引き継いだ相談については、全て対応終了している。
「情報提供」という部分については、所管課へ相談内容の説明を行うものの、相談者本人の意向により、特に対応を必要としていない場合を指す。
　　
　・　私たち障がい者から、相談をするということは、とても勇気がいること。電話ができない方や文書が作れない方などもいる。手話で自分の気持ちを出すという場所が必要だと思う。神奈川県には聴覚障害者福祉センターがあるので、そういった場所で、差別に関する相談を受けることができるようにしていただければ、耳が聞こえない方も相談しやすくなるのではないか。聴覚障がい者も自分が行き慣れた場所で相談ができれば、より多くの意見を出しやすくなる。そういった仕組み作りも考えて欲しい。
（事務局）
相談の場自体のバリアフリーがとても大事なことだと思っている。
相談窓口については、電話だけでなく、FAXやメールでのご相談も受けている。ご意見のあった、聴覚障害者福祉センターでの相談受付ということもよい方法だと思う。これに関しては、聴覚障害者福祉センターとも調整していきたい。
　　・　差別や虐待というのは、本人にその気がなくても、受け手や第三者から見たらどうかという部分が大事である。対応の仕方が悪かっただけで、差別的な対応をしたわけではないのにそう捉えられるということもあり得る。

　　　　そのため、事例については詳細な記録を残す必要がある。
（２）　障がい者差別解消、障がい者への理解促進における県の取組みについて
＜主な意見＞
・　「相談解決のための最も効果的な取組み」として、「障害者差別解消法の趣旨の普及、理解促進」が考察として挙げられているが、それだけでは深刻なケースへの対応が難しいのではないか。
　　　　あっせんの規定を定めている自治体では、あっせんそのものによる効果はもちろんのこと、あっせんに至らない前段階で、双方が歩み寄り、解決に至るケースが増えたと聞いている。形を表に出すような動きをしないと、解決しない問題が多々あるという認識の方がいい。
　　　　発言される方の水面の下には、発言ができないあるいは発言するだけの力がない当事者の方がたくさんいる。障がい者差別の問題を考えるうえでは、そのようなことを必ず認識をしておかないと、分析を見誤る可能性が十分にある。
（事務局）
　　　　「障害者差別解消法の主旨の普及、理解促進」だけでは、個々の生じてしまった事例の解決にはなかなかつながらない。
現在、ともに生きる社会かながわ憲章をもとに普及を図るとともに、差別解消法に基づく対応を行っているところだが、今回の質問項目をご覧いただいても、県としての課題意識が出ていると思う。よりよい解決のために何が必要なのかという見地から、助言・あっせんも含めて詳しく調査をしたが、あっせんに至るケースが少ないことも分かった。また、相談員が間に入ることで、かなりの件数が解決できているのではないかということもうかがわれる。
その辺りのことをまとめに考察として記載しているが、詳しく分析する中で、より実効性をあげていくために、どのようなことが必要なのかというところをもう少し見極めていきたいと考えている。
・　相談レベルで解決するものと、それでは十分な満足が得られずに、あっせんまであがってしまうケースもある。
あっせんというシステムを使って、公平性を担保しつつ事実関係などの調査をし、双方の言い分を聞き取る。そのような仕組みを経て、更に議論をしたうえで出てきたものを事例として啓発するのが効果的ではないか。
思い切って行政が踏み込んでいくことで、いろいろな物事が明らかになり、「どういった場合に差別になってしまう」「どういった場合に合理的配慮が足りないとされてしまう」のかを知る大きな一つのヒントになる。これは双方の歩み寄りのチャンスにもなる。積極的な政策をうつというのが、県政レベルでやることではないか。市町村レベルでやることはなかなか厳しい部分もあるため、検討して欲しい。
３　差別解消に関する事例集について
（事務局）
　　　　新しい事例集について、次回以降に検討していく。
【情報提供】

１　ともに生きる社会かながわ憲章について
２　障害者理解促進研修コーディネート事業について
３　心のバリアフリー推進員養成研修講座について
　○　事務局から、一括して説明後、質疑を行った。
＜その他について＞
　・　県ではどこでヘルプマークが配布されているのか。
（事務局）
神奈川県では各市区町村の障がい福祉部署で配布しており、県のホームページでも配布先一覧を掲載している。また、障害福祉課社会参加推進グループへご連絡いただければ、窓口等を直接ご案内させていただく。

	問合わせ先
	福祉子どもみらい局福祉部障害福祉課
調整グループ　　小菜
電話　045-210-4703
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